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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　走行経路に沿って、所定の相互間隔をおいて設置され、前記走行経路の所定区間をそれ
ぞれ走査する複数のレーダー装置と、
　前記レーダー装置の走査データに基づいて、前記走行経路における障害物の有無を判定
する判定装置と、
　を備え、
　前記判定装置は、所定の走査間隔毎に得られた走査データの変化に基づいて障害物の有
無を判定し、前記走行経路を当該走行経路の長手方向に移動する物については、障害物か
否かの判定対象から除外し、かつ、レーダー反射強度測定値の初期値が閾値以上となって
いる部分領域の走査データを、障害物検出のための参照データから除外し、他の部分領域
について所定の走査間隔毎に得られた走査データの変化に基づいて障害物の有無を判定す
る
　障害物検知システム。
【請求項２】
　前記判定装置は、所定の検出領域内の所定数以上の部分領域で走査データの変化が検出
された場合に、当該検出領域内に障害物が存在すると判定する、請求項１に記載の障害物
検知システム。
【請求項３】
　前記判定装置は、第１の検出領域で得られた走査データの変化、および、前記第１の検
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出領域に隣接する第２の検出領域で得られた走査データの変化に基づいて、移動体の進入
の有無を判定する、請求項１または請求項２に記載の障害物検知システム。
【請求項４】
　前記複数のレーダー装置の１つである第１のレーダー装置が、前記走行経路の一方の側
部に配置され、前記複数のレーダー装置のもう１つである第２のレーダー装置が、前記走
行経路の他方の側部に配置され、前記第１のレーダー装置と前記第２のレーダー装置とが
重複した走査範囲を有する、請求項１から３のいずれか一項に記載の障害物検知システム
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、障害物検知システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　鉄道、空港、高速道路等の路面上の人や路面の損傷、陥没、ひび割れ、破片等の障害物
（異物）において、移動体の走行経路における障害物の検知や、障害物が検知された際の
対応策が重要であり、関連する幾つかの技術が提案されている。
　例えば、特許文献１には、踏切の複数の異常を検出する異常検出装置が開示されている
。この異常検出装置では、センサから異常検出の通知があった場合、例えば、踏切内に人
や自動車などが取り残されたなどの、緊急停止が必要な異常が検出されたか否かが判断さ
れ、緊急停止が必要な異常であれば、緊急停止信号が点灯される。そして、例えば、踏切
警報音の音量の低下、踏切警報音発生器の片系故障、電気踏切遮断機の軽度の故障、遮断
稈の折損、踏切警報灯の光量の減少などの緊急停止が必要ではない異常が検出されたと判
断された場合、異常検出通知用ライトが点灯される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－２２１９６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に記載の異常検出装置では、踏切の異常を検出した場合に、通常の緊急停止
信号以外に、軽度の異常が検出されたことを通知することができる。
　一方、障害物は、踏切だけでなく走行経路の他の部分でも発生し得る。例えば、空港に
おいては、移動体である航空機の金属破片などが落ちて、走行経路である路面上に障害物
として存在すると、危険な場合がある。使用中の滑走路に存在していた異物が原因で、墜
落事故が発生したケースがある。このような事故が発生した場合、多大な影響を航空会社
も背負ってしまう可能性があり、リスクを回避するため監視者に路面上の異物を通知・警
報を行う必要性が挙げられる。また近年は、航空機の離発着の間隔が短くなっているため
、早急に異物を検知することが求められている。
　そこで、走行経路を監視し、障害物を検知することができれば、安全性を向上させるこ
とができる。その際、様々な種類の走行経路の様々な部分を同一のシステムで監視し、障
害物を検知することができれば、システムの設計の負荷を低減させ得る。
【０００５】
　本発明は、踏切に限らず、移動体の走行経路などの監視領域を監視し、障害物を検知す
ることのできる障害物検知システムを提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１の態様によれば、障害物検知システムは、走行経路に沿って、所定の相互
間隔をおいて設置され、前記走行経路の所定区間をそれぞれ走査する複数のレーダー装置
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と、前記レーダー装置の走査データに基づいて、前記走行経路における障害物の有無を判
定する判定装置と、を備え、前記判定装置は、所定の走査間隔毎に得られた走査データの
変化に基づいて障害物の有無を判定し、前記走行経路を当該走行経路の長手方向に移動す
る物については、障害物か否かの判定対象から除外し、かつ、レーダー反射強度測定値の
初期値が閾値以上となっている部分領域の走査データを、障害物検出のための参照データ
から除外し、他の部分領域について所定の走査間隔毎に得られた走査データの変化に基づ
いて障害物の有無を判定する。
【０００７】
　前記判定装置は、所定の検出領域内の所定数以上の部分領域で走査データの変化が検出
された場合に、当該検出領域内に障害物が存在すると判定するようにしてもよい。
【０００８】
　前記判定装置は、第１の検出領域で得られた走査データの変化、および、前記第１の検
出領域に隣接する第２の検出領域で得られた走査データの変化に基づいて、移動体の進入
の有無を判定するようにしてもよい。
【０００９】
　前記複数のレーダー装置の１つである第１のレーダー装置が、前記走行経路の一方の側
部に配置され、前記複数のレーダー装置のもう１つである第２のレーダー装置が、前記走
行経路の他方の側部に配置され、前記第１のレーダー装置と前記第２のレーダー装置とが
重複した走査範囲を有するようにしてもよい。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、踏切に限らず、移動体の走行経路などの監視領域を監視し、障害物を
検知することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一実施形態における障害物検知システムの機能構成を示す概略ブロック
図である。
【図２】同実施形態におけるレーダー装置の設置場所の例を示す説明図である。
【図３】同実施形態における走査範囲の分割例を示す説明図である。
【図４】同実施形態における検出領域の分割例を示す説明図である。
【図５】同実施形態における障害物の有無の表示例を示す説明図である。
【図６】同実施形態において、走査データにて示されるレーダー反射強度の第１の例を示
すグラフである。
【図７】同実施形態において、走査データにて示されるレーダー反射強度の第２の例を示
すグラフである。
【図８】同実施形態において、走査データにて示されるレーダー反射強度の第３の例を示
すグラフである。
【図９】同実施形態において、判定装置が部分領域について物の検出を行う処理手順の、
第１の例を示すフローチャートである。
【図１０】同実施形態において、判定装置が部分領域について物の検出を行う処理手順の
、第２の例を示すフローチャートである。
【図１１】同実施形態において、判定装置が、検出領域における障害物の有無を判定する
処理手順の例を示すフローチャートである。
【図１２】同実施形態において、判定装置が検出領域における障害物としての移動体の検
出の可能性を判定する処理手順の例を示すフローチャートである。
【図１３】同実施形態におけるレーダー装置の設置場所の、もう１つの例を示す説明図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施形態を説明するが、以下の実施形態は請求の範囲にかかる発明を限
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定するものではない。また、実施形態の中で説明されている特徴の組み合わせの全てが発
明の解決手段に必須であるとは限らない。
　図１は、本発明の一実施形態における障害物検知システムの機能構成を示す概略ブロッ
ク図である。同図において、障害物検知システム１は、レーダー装置１１０と、ケーブル
１２０と、判定装置２００とを備える。判定装置２００は、操作入力部２１０と、表示部
２２０と、走査データ取得部２３０と、記憶部２８０と、制御部２９０とを備える。制御
部２９０は、判定部２９１を備える。
【００１６】
　障害物検知システム１は、走行経路を含む領域における障害物を検知する。
　レーダー装置１１０は、走行経路に沿って、所定の相互間隔をおいて複数設置され、走
行経路を含む領域の所定区間をそれぞれ走査する。ここでいう走行経路とは、移動体が通
過する可能性のある領域である。走行経路の例として、鉄道車両が走行する経路、すなわ
ち線路を挙げることができる。また、空港であれば、空港管理者またはシステム管理者等
が監視する領域を障害物検知システム１の監視領域とすることができる。この場合、航空
機が走行する経路、すなわち滑走路などを走行経路の例として挙ることができる。また、
自動車が走行する高速道路も走行経路の例として挙げることができる。なお、レーダー装
置１１０の各々が走査を行う範囲を走査範囲と称する。
【００１７】
　また、ここでいう移動体とは、移動する物体である。移動体の例として、自動車や鉄道
車両などの車両、および、航空機を挙げることができる。
　これら車両や航空機は、乗客輸送用、貨物輸送用、または作業用など、様々な用途のも
のであってもよい。例えば、障害物検知システム１が滑走路を監視する場合、移動体とし
ての車両の例として、滑走路を点検する保守用車両を挙げることができる。また、障害物
検知システム１が線路を監視する場合、移動体としての鉄道車両の例として、旅客用の鉄
道車両、貨物用の鉄道車両、および、鉄道の保守用車両を挙げることができる。また、移
動体の例として動物を挙げることができる。移動体の走行経路という場合の移動体として
の動物の例として、乗用の馬や、荷台を引く馬など、乗用の動物や貨物輸送用の動物を挙
げることができる。また、障害物としての移動体が動物であってもよい。
【００１８】
　なお、障害物検知システム１の監視領域は、走行経路を含む領域であればよい。走行経
路が障害物検知システム１の監視領域となっていてもよいし、走行経路と周辺の領域とを
含む領域が障害物検知システム１の監視領域となっていてもよい。障害物検知システム１
の監視領域に走行経路の周辺の領域が含まれる場合、障害物検知システム１によれば、例
えば走行経路の周辺からの倒木または動物等の進入など、走行経路に障害物が発生する可
能性を検知し得る。
　ケーブル１２０は、レーダー装置１１０の各々と判定装置２００とを接続し、レーダー
装置１１０による走査の結果を示す走査データを判定装置２００へ伝達する。
【００１９】
　図２は、レーダー装置１１０の設置場所の例を示す説明図である。同図において、複数
のレーダー装置１１０が、走行経路の位置を示す基準線である線Ｌ９０１の上方に設置さ
れており、レーダー装置１１０の各々はケーブル１２０に接続されている。
　レーダー装置１１０の各々は、図２において移動体の進行方向（例えば、線路の場合、
長手方向）について示されている走査範囲Ａ１１について走査を行う。少なくとも１つの
レーダー装置１１０の走査範囲Ａ１１に含まれる領域の全体が、障害物検知システム１の
監視領域となる。
　レーダー装置１１０は、走査の結果を示す走査データを、ケーブル１２０を介して判定
装置２００へ送信する。
【００２０】
　なお、複数のレーダー装置１１０の走査範囲に重なりがあってもよい。例えば、隣り合
うレーダー装置１１０の走査範囲の一部が重なり合っていてもよい。
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　なお、複数のレーダー装置の設置方法および数の少なくともいずれかを、走査範囲と性
能とコストバランスとに基づいて管理会社が変更可能であってもよい。
　レーダー装置１１０は、例えば、走査範囲全体を走査するのに要する時間間隔毎に走査
データを送信する。なお、レーダー装置１１０が走査データを送信する時間間隔を走査間
隔と称する。
【００２１】
　ケーブル１２０は、例えば光ファイバーケーブルであり、レーダー装置１１０は、判定
装置２００へ走査データを光信号にて送信する。但し、レーダー装置１１０と判定装置２
００との通信方式は、光通信方式に限らない。例えば、ケーブル１２０が導電体のケーブ
ルであり、レーダー装置１１０が、判定装置２００へ走査データを電気信号にて送信する
ようにしてもよい。あるいは、レーダー装置１１０が、判定装置２００へ走査データを無
線送信するようにしてもよい。
【００２２】
　図３は、走査範囲の分割例を示す説明図である。同図において、レーダー装置１１０の
走査範囲Ａ１１が、複数の検出領域Ａ１２に分割されている。例えば、走査範囲Ａ１１が
縦横共に４分割され、走査範囲Ａ１１に１６個の検出領域Ａ１２が含まれる。
　検出領域は、表示部２２０が障害物の有無を表示する単位となる。すなわち、表示部２
２０は、検出領域毎に障害物の有無を表示する。
　但し、走査範囲の大きさや形状は、任意の大きさや形状とすることができる。また、走
査範囲の分割数は１以上であればよい。例えば、１つの検出領域が１つの走査範囲を構成
していてもよい。
【００２３】
　図４は、検出領域の分割例を示す説明図である。同図において、検出領域Ａ１２が、複
数の部分領域Ａ１３に分割されている。例えば、検出領域Ａ１２が縦横共に１２分割され
、検出領域に１４４個の部分領域が含まれる。
　部分領域は、レーダー装置１１０が走査を行う単位となる。すなわち、レーダー装置１
１０は、部分領域毎に走査データを生成する。
【００２４】
　但し、検出領域の大きさや形状は、任意の大きさや形状とすることができる。また、検
出領域の分割数は１以上であればよい。例えば、１つの部分領域が１つの検出領域を構成
していてもよい。
　なお、障害物の危険性や優先度の高さに基づいて、部分領域の大きさおよび形状を決め
ることができる。例えば、障害物検知システム１が鉄道車両の走行経路における障害物を
監視する場合、部分領域の大きさを、鉄道における障害物の危険性の目安となる、６セン
チメートル（ｃｍ）の大きさの障害物を検出可能な大きさに設定することができる。
【００２５】
　判定装置２００は、レーダー装置１１０の走査データに基づいて、走行経路における障
害物の有無を判定する。判定装置２００は、例えばコンピュータを含んで構成される。
　操作入力部２１０は、例えばキーボードやマウスなどの入力デバイスを有し、ユーザ操
作を受ける。
　表示部２２０は、例えば液晶パネルなどの表示画面を有し、各種画像を表示する。特に
、表示部２２０は、走行経路における障害物の有無を表示する。
【００２６】
　図５は、障害物の有無の表示例を示す説明図である。同図において、表示部２２０は、
走行経路に設定されている検出領域Ａ１２を表示している。具体的には、図５の表示例に
おいて、線Ｌ９０１に挟まれた領域が走行経路として構成されており、走行経路と走行経
路の周辺とを含む領域とをカバーするように複数の検出領域Ａ１２が設定されている。ま
た、表示部２２０は、検出領域Ａ１２のうち障害物が検出された領域を、検出領域Ａ１２
－１のようにハッチングで表示している。
【００２７】
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　なお、線Ｌ９０１は、走行経路の位置を示す基準線であればよく、走行経路との関係に
おいて様々な線を用いることができる。例えば、障害物検知システム１が滑走路を監視す
る場合、滑走路の両端を線Ｌ９０１とすることができる。この場合、滑走路が航空機の走
行経路であると考えることができ、線Ｌ９０１に挟まれた領域が走行経路となる。
　一方、障害物検知システム１が線路を監視する場合、２本のレールの各々を線Ｌ９０１
とすることができる。この場合、鉄道車両の車体が通過する領域が鉄道車両の走行経路で
あると考えることができる。一般に、鉄道車両の車体の幅はレールの幅より広く、従って
、線Ｌ９０１に挟まれた領域とその周辺の領域とを含む領域が走行経路となる。
【００２８】
　また、表示部２２０は、セルの部分領域Ａ１３のうち、物の存在が検出された領域を表
示している。ここでいうセルは、監視領域全体を分割した、個別に障害物の有無を判定す
る領域である。セルの例として、検出領域Ａ１２を挙げることができる。
　なお、走行経路にはいろいろな設備が設置されているため、検出された物は必ずしも障
害物とは限らない。そこで、判定部２９１は、物の存在が検出された場合のうち、後述す
るように所定の条件を満たす場合に、障害物が検出されたものとして処理を行う。そして
、表示部２２０は、判定部２９１の判定結果に基づいて、障害物が検出された領域を上記
のようにハッチングで表示している。
　なお、物の存在が検出されたことの表示を、物検出の表示と称する。また、障害物が検
出されたことの表示を、障害物検出の表示と称する。
【００２９】
　走査データ取得部２３０は、ケーブル１２０を介してレーダー装置１１０と通信を行う
。特に、走査データ取得部２３０は、レーダー装置１１０が送信する走査データを受信す
る。
　記憶部２８０は、各種データを記憶する。記憶部２８０は、判定装置２００の有する記
憶デバイスを含んで構成される。
　制御部２９０は、判定装置２００の各部を制御して各種機能を実行する。制御部２９０
は、例えば、判定装置２００の有するＣＰＵ（Central Processing Unit、中央処理装置
）が、記憶部２８０からプログラムを読み出して実行することで実現される。
【００３０】
　判定部２９１は、走査間隔毎に得られた走査データの変化に基づいて障害物の有無を判
定する。特に、判定部２９１は、検出領域内の所定数以上の部分領域でデータの変化が検
出された場合に、当該検出領域内に障害物が存在すると判定する。ここでの所定数は、１
以上の任意の正整数であってよい。例えば、所定数を１とした場合、判定部２９１は、検
出領域内のいずれかの部分領域でデータの変化が検出された場合に、当該検出領域内に障
害物が存在すると判定する。
【００３１】
　図６は、走査データにて示されるレーダー反射強度の第１の例を示すグラフである。同
図の横軸は時刻を示し、縦軸は、レーダー反射強度を示す。図６は、所定の部分領域にお
ける走査間隔毎のレーダー反射強度を示している。
　同図の例において、時刻Ｔ１１までは、レーダー反射強度は閾値Ｖ１よりも小さい（弱
い）。この場合、物の存在を検出していないと判定し得る。一方、時刻Ｔ１２において、
レーダー反射強度が閾値Ｖ１以上になっている。この場合、物の存在を検出したと判定し
得る。
【００３２】
　もっとも、走行経路では、障害物のみならず、通過列車、航空機または車両などの移動
体が一時的に検出される場合もある。そこで、判定部２９１は、レーダー反射強度が所定
時間以上連続して閾値Ｖ１以上となった場合に、障害物を検出したと判定する。例えば、
判定部２９１は、レーダー反射強度が３回以上連続して閾値Ｖ１以上となった場合に、障
害物を検出したと判定する。
　図６の例では、レーダー反射強度が２回連続して閾値Ｖ１以上となっているが、３回目
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の時刻Ｔ１３では閾値Ｖ１より小さくなっている。このため、判定部２９１は、障害物を
検出していないと判定する。
【００３３】
　図７は、走査データにて示されるレーダー反射強度の第２の例を示すグラフである。同
図の横軸は時刻を示し、縦軸は、レーダー反射強度を示す。図７は、所定の部分領域にお
ける走査間隔毎のレーダー反射強度を示している。
　同図の例において、時刻Ｔ２１までは、レーダー反射強度は閾値Ｖ１よりも小さく、時
刻Ｔ２２において、閾値Ｖ１以上になっている。そして、図６の例と異なり図７では、３
回目の時刻Ｔ２３においても、レーダー反射強度が閾値Ｖ１以上になっている。そこで、
判定部２９１は、障害物を検出したと判定する。
【００３４】
　判定部２９１の判定結果に基づいて、表示部２２０は、図５の例のように、部分領域に
ついて物検出の表示を行い、検出領域について障害物検出の表示を行う。
　その後、時刻Ｔ２４において、レーダー反射強度が閾値Ｖ１よりも小さくなっている。
このように、レーダー反射強度が閾値Ｖ１よりも小さくなった場合、表示部２２０が、部
分領域における物検出の表示や、検出領域における障害物検出の表示を終了するようにし
てもよい。
【００３５】
　あるいは、表示部２２０が、部分領域における物検出の表示や、検出領域における障害
物検出の表示の一方または両方を、所定のユーザ操作（確認済みを示すユーザ操作）が行
われるまで継続するようにしてもよい。特に、表示部２２０が、障害物検出の表示を継続
することで、例えばレーダー装置１１０に不具合が生じた場合のフェイルセーフ（Fail S
afe）を得られる。
【００３６】
　図８は、走査データにて示されるレーダー反射強度の第３の例を示すグラフである。同
図の横軸は時刻を示し、縦軸は、レーダー反射強度を示す。図８は、所定の部分領域にお
ける走査間隔毎のレーダー反射強度を示している。
　同図の例では、レーダー装置１１０による走査の開始時である時刻Ｔ３０から継続して
、レーダー反射強度が閾値Ｖ１以上となっている。このように最初からレーダー反射強度
が閾値Ｖ１以上となっている場合、障害物とはならない設備や構造物が存在していること
が考えられる。そこで、判定部２９１は、走査開始時からレーダー反射強度が閾値Ｖ１以
上となっている部分領域の走査データを、障害物検出のための参照データから除外する。
なお、図５の例のように、表示部２２０が、走査開始時からレーダー反射強度が閾値Ｖ１
以上となっている部分領域について物検出の表示を行うようにしてもよい。
【００３７】
　次に図９から図１２を参照して判定装置２００の動作について説明する。
　図９は、判定装置２００が部分領域について物の検出を行う処理手順の、第１の例を示
すフローチャートである。判定装置２００は、判定装置２００自らの電源がＯＮとなって
起動すると、部分領域毎に同図の処理を行う。
　図９の処理において、判定部２９１は、走査データにて示されるレーダー反射強度測定
値の初期値を取得する（ステップＳ１０１）。
【００３８】
　そして、判定部２９１は、レーダー反射強度測定値の初期値が閾値以上か否かを判定す
る（ステップＳ１０２）。例えば、判定部２９１は、判定部２９１自らが処理を開始して
から所定時間内に得られたレーダー反射強度測定値を初期値として取得し、初期値におけ
る全てのレーダー反射強度測定値が閾値より大きいか否かを判定する。
【００３９】
　レーダー反射強度測定値の初期値が閾値以上であると判定した場合（ステップＳ１０２
：ＹＥＳ）、ステップＳ１０２へ戻る。これにより、判定部２９１は、レーダー反射強度
測定値の初期値が閾値以上となっている部分領域の走査データを、障害物検出のための参
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照データから除外する。
　但し、判定部２９１が、レーダー反射強度測定値の初期値が閾値以上となっている部分
領域の走査データを障害物検出のための参照データから除外する方法はこれに限らない。
例えば、判定部２９１は、レーダー反射強度測定値の初期値が閾値以上となっている部分
領域について、図９の処理を終了するようにしてもよい。
【００４０】
　一方、レーダー反射強度測定値の初期値が閾値以上ではないと判定した場合（ステップ
Ｓ１０２：ＮＯ）、判定部２９１は、部分領域における物の検出状況を示すフラグの値を
、検出無しに設定する（ステップＳ１１１）。
　また、判定部２９１は、回数カウント値を０に設定（ゼロリセット）する（ステップＳ
１１２）。この回数カウント値は、レーダー反射強度測定値が閾値以上となった回数のカ
ウントに用いられる。
【００４１】
　次に、走査データ取得部２３０は、レーダー装置１１０から走査データにて走査間隔毎
に送信される、判定対象の部分領域におけるレーダー反射強度測定値を取得する（ステッ
プＳ１１３）。
　そして、判定部２９１は、ステップＳ１１３で得られたレーダー反射強度測定値が閾値
以上か否かを判定する（ステップＳ１１４）。
　レーダー反射強度測定値が閾値より小さいと判定した場合（ステップＳ１１４：ＮＯ）
、判定部２９１は、部分領域における物の検出状況を示すフラグの値を、検出無しに設定
する（ステップＳ１４１）。その後、ステップＳ１１２へ戻る。
【００４２】
　一方、レーダー反射強度測定値が閾値以上であると判定した場合（ステップＳ１１４：
ＹＥＳ）、判定部２９１は、回数カウント値を１増加させる（ステップＳ１２１）。
　そして、判定部２９１は、回数カウント値が所定の閾値以上か否かを判定する（ステッ
プＳ１２２）。
　回数カウント値が閾値より小さいと判定した場合（ステップＳ１２２：ＮＯ）、ステッ
プＳ１１３へ戻る。
　一方、回数カウント値が閾値以上であると判定した場合（ステップＳ１２２：ＹＥＳ）
、判定部２９１は、部分領域における物の検出状況を示すフラグの値を、検出有りに設定
する（ステップＳ１３１）。当該フラグの値に基づいて、表示部２２０は、当該部分領域
について物の存在を示す表示を行う。
　ステップＳ１３１の後、ステップＳ１１３へ戻る。
【００４３】
　図１０は、判定装置２００が部分領域について物の検出を行う処理手順の、第２の例を
示すフローチャートである。判定装置２００は、判定装置２００自らの電源がＯＮとなっ
て起動すると、部分領域毎に同図の処理を行う。
　図１０の処理において、ステップＳ２０１～Ｓ２１４は、図９のステップＳ１０１～Ｓ
１１４と同様である。
【００４４】
　ステップＳ２１４において、レーダー反射強度測定値が閾値より小さいと判定した場合
（ステップＳ２１４：ＮＯ）、ステップＳ２１２へ戻る。
　一方、ステップＳ２１４において、レーダー反射強度測定値が閾値以上であると判定し
た場合（ステップＳ２１４：ＹＥＳ）、ステップＳ２２１へ進む。ステップＳ２２１～Ｓ
２２は、図９のステップＳ１２１～Ｓ１２２と同様である。
【００４５】
　ステップＳ２２２において、回数カウント値が閾値より小さいと判定した場合（ステッ
プＳ２２２：ＮＯ）、ステップＳ２１３へ戻る。
　一方、回数カウント値が閾値以上であると判定した場合（ステップＳ２２２：ＹＥＳ）
、判定部２９１は、部分領域における物の検出状況を示すフラグの値を、検出有りに設定
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する（ステップＳ２３１）。当該フラグの値に基づいて、表示部２２０は、当該部分領域
について物の存在を示す表示を行う。
【００４６】
　次に判定部２９１は、物の検出について確認済みを示すユーザ操作が行われたか否かを
判定する（ステップＳ２３２）。当該ユーザ操作が行われていないと判定した場合(ステ
ップＳ２３２：ＮＯ)、ステップＳ２３２へ戻る。なお、物の検出について確認済みを示
すユーザ操作は、図１１で後述する障害物の検出について確認済みを示すユーザ操作と同
一の操作であってもよい。
【００４７】
　一方、物の検出について確認済みを示すユーザ操作が行われたと判定した場合（ステッ
プＳ２３２：ＹＥＳ）、判定部２９１は、部分領域における物の検出状況を示すフラグの
値を、検出無しに設定する（ステップＳ２４１）。その後、ステップＳ２１２へ戻る。
　このように、図１０の処理では、判定部２９１は、物の検出有りと判定した場合、レー
ダー反射強度測定値が閾値以下になっても、ユーザ操作が行われるまで、物の検出有りと
の判定結果を保持する点で、図９の場合と異なる。
【００４８】
　図１１は、判定装置２００が、検出領域における障害物の有無を判定する処理手順の例
を示すフローチャートである。判定装置２００は、判定装置２００自らの電源がＯＮとな
って起動すると、検出領域毎に同図の処理を行う。
　図１１の処理において、判定部２９１は、検出領域における障害物の検出状況を示すフ
ラグの値を、障害物無しに初期設定する（ステップＳ３０１）。
【００４９】
　次に、判定部２９１は、検出領域に含まれる部分領域の各々における物の検出状況の情
報を取得する（ステップＳ３０２）。例えば、判定部２９１は、図９または図１０の処理
で設定した、部分領域における物の検出状況を示すフラグの値を読み出す。
　次に、判定部２９１は、ステップＳ３０１で得られた物の検出状況が、所定の条件を満
たしているか否かを判定する（ステップＳ３０３）。ここでの条件として様々なものを用
いることができる。例えば、判定部２９１が、検出領域に含まれる部分領域のうち所定数
以上の部分領域で物が検出されているか否かを判定するようにしてもよい。さらに例えば
、判定部２９１が、検出領域に含まれる部分領域のいずれか１つ以上で物が検出されてい
るか否かを判定するようにしてもよい。
【００５０】
　ステップＳ３０３において、所定の条件を満たしていないと判定した場合（ステップＳ
３０３：ＮＯ）、ステップＳ３０２へ戻る。
　一方、ステップＳ３０３において、所定の条件を満たしていると判定した場合（ステッ
プＳ３０３：ＹＥＳ）、判定部２９１は、検出領域における障害物の検出状況を示すフラ
グの値を、障害物有りに設定する（ステップＳ３１１）。当該フラグの値に基づいて、表
示部２２０は、当該検出領域について障害物を検出したことを示す表示を行う。
【００５１】
　次に、判定部２９１は、障害物の検出について確認済みを示すユーザ操作が行われたか
否かを判定する（ステップＳ３１２）。当該ユーザ操作が行われていないと判定した場合
(ステップＳ３１２：ＮＯ)、ステップＳ３１２へ戻る。
　一方、障害物について確認済みを示すユーザ操作が行われたと判定した場合（ステップ
Ｓ３１２：ＹＥＳ）、判定部２９１は、検出領域における障害物の検出状況を示すフラグ
の値を、障害物無しに設定する（ステップＳ３２１）。その後、ステップＳ３０２へ戻る
。
【００５２】
　図１２は、判定装置２００が検出領域における障害物としての移動体の検出の可能性を
判定する処理手順の例を示すフローチャートである。判定装置２００は、いずれかの検出
領域において障害物を検出すると（例えば、図１１のステップＳ３１１でフラグの値を障
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害物有りに設定すると）、図１２の処理を行う。
　図１２の処理において、判定部２９１は、障害物を検出した検出領域を特定する（ステ
ップＳ４０１）。以下では、ステップＳ４０１で特定した検出領域を「処理対象の検出領
域」と称する。
【００５３】
　次に、判定部２９１は、処理対象の検出領域に隣接する検出領域の各々について、障害
物検出の履歴を取得する（ステップＳ４０２）。例えば、図１１の処理において、判定部
２９１は、検出領域における障害物の検出状況を示すフラグの値を設定するたびに、設定
時刻と設定内容とを組み合わせた履歴情報を記憶部２８０に記憶させておく。そして、判
定部２９１は、ステップＳ４０２において、当該履歴情報を読み出す。
【００５４】
　次に、判定部２９１は、処理対象の検出領域に隣接する検出領域のいずれかにおいて、
処理対象の検出領域と時間差で障害物を検出しているか否かを判定する（ステップＳ４０
３）。具体的には、判定部２９１は、隣接する検出領域のいずれかにおいて、処理対象の
検出領域に先行して障害物を検出しているか否かを判定する。
　時間差で障害物を検出していないと判定した場合（ステップＳ４０３：ＮＯ）、図１２
の処理を終了する。
【００５５】
　一方、時間差で障害物を検出していると判定した場合（ステップＳ４０３：ＹＥＳ）、
判定部２９１は、動物、走行する列車などの車両または航空機といった移動体の少なくと
もいずれかの可能性有りと判定する（ステップＳ４１１）。当該判定結果は、処理対象に
隣接する検出領域から処理対象の検出領域へと、動物、走行する列車などの車両または航
空機といった移動体の少なくともいずれかが移動している可能性があることを示している
。
　その後、図１２の処理を終了する。
【００５６】
　なお、処理対象の検出領域は、第１の検出領域の例に該当する。また、処理対象に隣接
する検出領域は、第２の検出領域の例に該当する。このように、判定部２９１は、第１の
検出領域で得られた走査データの変化、および、前記第１の検出領域に隣接する第２の検
出領域で得られた走査データの変化に基づいて、動物、走行する列車などの車両または航
空機といった移動体の少なくともいずれかの進入の有無を判定している。
【００５７】
　なお、判定部２９１が、障害物としての移動体の進入の有無を判定する際に、検出した
物の移動方向が、所定の進行方向に移動するか否かを判定するようにしてもよい。
　例えば、図９のステップＳ１２２における回数カウント値の閾値を１など比較的小さい
正整数としておくことで、判定部２９１が、高速で移動する物も検出するようにできる。
そして、例えば走行経路が鉄道の場合、線路の長手方向に移動する物については、判定部
２９１による、障害物か否かの判定対象から除外することで、正常に走行する鉄道車両を
障害物と誤検出することを防止し得る。例えば、図１２のステップＳ４０３において、線
路の長手方向に隣接する区間を対象から除外することで、線路の長手方向に移動する物に
ついて、判定部２９１による、障害物か否かの判定対象から除外する。
　このように、判定部２９１が、移動体の進行方向に応じた判定を行うことで、正常に移
動する移動体を障害物と判定する誤判定を低減させることができる。
【００５８】
　以上のように、複数のレーダー装置１１０が、走行経路に沿って、所定の相互間隔をお
いて設置され、走行経路の所定区間（走査範囲）をそれぞれ走査する。そして、判定部２
９１は、レーダー装置１１０から所定の走査間隔毎に得られた走査データの変化に基づい
て、走行経路における障害物の有無を判定する。
　これにより、判定装置２００は、走行経路に設置されている設備と区別して障害物を検
知することができる。このように、判定装置２００は、設備が存在していても高精度に障
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害物を検知し得るので、様々な種類の走行経路の様々な部分において障害物を検知するこ
とができる。従って、障害物検知システム１によれば、踏切に限らず移動体の走行経路な
どの監視領域を監視し、障害物を検知することができる。
　特に、障害物検知システム１によれば、危険を伴う異物である落石、土砂や金属など様
々な障害物を検知することができる。
【００５９】
　また、障害物検知システム１によれば、走行経路の様々な部分において障害物を検知す
ることができる。例えば、障害物検知システム１は、鉄道であれば踏切に限らず、駅構内
や、周囲に建築物のない線路区間など様々な区間において障害物を検知することができる
。
　また、障害物検知システム１は、空港であれば滑走路といった路面などにおいて障害物
を検知することができ、高速道路の路面などにおいても障害物を検知することができる。
このように、障害物検知システム１によれば、鉄道車両の走行経路、航空機の走行経路お
よび自動車の走行経路など、様々な種類の走行経路において障害物を検知することができ
る。
【００６０】
　また、判定部２９１は、検出領域に含まれる所定数以上の部分領域で走査データの変化
が検出された場合に、当該検出領域に障害物が存在すると判定する。
　これにより、判定部２９１は、検出領域の状況やレーダー装置１１０の精度に応じて障
害物の検出を行うことができる。具体的には、所定数が少なく設定されているほど、判定
部２９１は、高感度に障害物を検出できる。また、所定数が多く設定されているほど、障
害物が無いにもかかわらず判定部２９１が障害物有りと判定する誤検出を低減させること
ができる。
【００６１】
　また、判定部２９１は、第１の検出領域で得られた走査データの変化、および、第１の
検出領域に隣接する第２の検出領域で得られた走査データの変化に基づいて、移動体の少
なくともいずれかの進入の有無を判定する。
　ここで、移動しない障害物の発生と、移動する移動体の進入とでは、対応策が異なるこ
とが考えられる。具体的には、移動しない障害物に対しては、対応策として撤去または除
去を行うことが考えられる。一方、移動する動物に対しては、走行経路から自発的に退出
させることや、動物を一旦捕獲して走行経路外へ移動させることが考えられる。また、例
えば障害物が車両である場合、走行経路から自発的に退出させることが考えられる。ある
いは、車両が故障等で動けなくなった場合は、重機等を用いて車両を走行経路外へ移動さ
せることが考えられる。移動体の中でも、風などによって時間経過とともに危険でない場
所へ移動していくものであってもよい。この場合の対応策として、例えば、移動体を監視
し、危険でない場所へ移動したことを確認することが考えられる。
　判定部２９１が移動体の少なくともいずれかの進入の有無を判定することで、障害物に
対応する作業者は、予め適切な準備をして障害物に対する作業を行うことができる。適切
な準備か可能な点で、作業者の負荷を軽減させることができ、また、障害物に対する対応
作業に要する時間を低減させることができる。
【００６２】
　なお、レーダー装置１１０の配置は、図２を参照して説明した配置に限らず、走行経路
に沿った様々な配置とすることができる。
　図１３は、レーダー装置１１０の設置場所の、もう１つの例を示す説明図である。図２
の場合と異なり、図１３の例では、複数のレーダー装置１１０が、走行経路の位置を示す
基準線Ｌ９０１の間の領域および周囲の領域に構成されている監視領域の、一方の側部に
第１のレーダー装置１１０が配置されており、他方の側部に第２のレーダー装置１１０が
配置されている。そして、走行経路を挟んで向かい合うレーダー装置１１０の間では、走
査範囲が重複している。
【００６３】
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　このように、複数のレーダー装置１１０の１つである第１のレーダー装置１１０が、走
行経路の一方の側部に配置され、複数のレーダー装置１１０のもう１つである第２のレー
ダー装置１１０が、走行経路の他方の側部に配置されている。そして、第１のレーダー装
置１１０と第２のレーダー装置１１０とが重複した走査範囲を有している。
　この配置では、走行経路の側部にレーダー装置１１０を配置すればよい点で、走行経路
の上方にレーダー装置１１０を配置する場合よりも容易にレーダー装置１１０を配置する
ことができ、また、比較的容易にレーダー装置１１０の保守を行うことができる。
　また、走行経路の両方の側部に各々レーダー装置１１０が配置され、これらのレーダー
装置１１０が重複した走査範囲を有していることで、障害物の形状等により一方のレーダ
ー装置１１０が障害物を検知できない場合でも、他方のレーダー装置１１０が当該障害物
を検知し得る。この点において、障害物を高精度に検出し得る。
【００６４】
　なお、制御部２９０の全部または一部の機能を実現するためのプログラムをコンピュー
タ読み取り可能な記録媒体に記録して、この記録媒体に記録されたプログラムをコンピュ
ータシステムに読み込ませ、実行することにより各部の処理を行ってもよい。なお、ここ
でいう「コンピュータシステム」とは、ＯＳや周辺機器等のハードウェアを含むものとす
る。
　また、「コンピュータシステム」は、ＷＷＷシステムを利用している場合であれば、ホ
ームページ提供環境（あるいは表示環境）も含むものとする。
　また、「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディスク、光磁気
ディスク、ＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭ等の可搬媒体、コンピュータシステムに内蔵されるハー
ドディスク等の記憶装置のことをいう。また上記プログラムは、前述した機能の一部を実
現するためのものであっても良く、さらに前述した機能をコンピュータシステムにすでに
記録されているプログラムとの組み合わせで実現できるものであっても良い。
【００６５】
　以上、本発明の実施形態について図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成はこの
実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計変更等も含ま
れる。
【符号の説明】
【００６６】
　１　障害物検知システム
　１１０　レーダー装置
　１２０　ケーブル
　２００　判定装置
　２１０　操作入力部
　２２０　表示部
　２３０　走査データ取得部
　２８０　記憶部
　２９０　制御部
　２９１　判定部
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